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Ｐ３ 

（２）全国市区町村の状況 

 

 

 

市区を「政令指定都市」、「中核市」、「その他の市区」に分割 

 

 

 

Ｐ７、８ 

（２）ごみ処理基本計画 

    

算出根拠及び平成 29 年度目標を追加 
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Ｐ９ 

（３）ごみ排出量の状況 

 

 

 

グラフに合計値を追加 
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Ｐ１０ 

（４）不適正物の状況 

 

 

（４）分別の状況 

 

Ｐ１２ 

（６）ごみ処理費の状況 

ごみ処理にかかる費用は、「ごみ処理部門」と「資源物処理部門」に大別し、

さらに処理過程に応じて「収集運搬部門」、「中間処理部門」、「最終処理部門」

とに細分化し算出しています。 

平成２２年度の処理部門費は、ごみと資源物を合わせると６７億４,９０４万８

千円となっており、１トンあたり３６,３６８円、１人あたりに計算すると１４,２１８

円、１世帯あたり３３,０５４円となっています。 

 

 

ごみ処理にかかる費用は、「ごみ処理部門」と「資源物処理部門」に分けて

算出しています。 

平成２２年度の「ごみ処理部門」と「資源物処理部門」を合わせた「ごみ処理

費」は、６７億４,９０４万８千円となっており、１トンあたりの処理原価は３６,３６

８円、１人あたりの処理原価は１４,２１８円、１世帯あたりの処理原価は３３,０５

４円となっています。 
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Ｐ１３ 

（２）ごみ処理の現状 

 

これまで大分市は、ごみの１２分別収集をはじめとする様々なごみ減量・リ

サイクルに関する施策を展開し、市民・事業者の皆様との協働により取り組ん

できました。 

しかしながら、平成１９年度以降のごみ排出量や資源物回収量に大きな変

化はなく、停滞した状況が続いています。 

今後、ごみ排出量の抑制や資源物回収量の増加を図るためには、一人ひ

とりの排出抑制意欲や分別意識を今以上に高める必要がありますが、現行施

策の継続では、これ以上のごみ減量・リサイクルの推進は難しい状況であると

考えます。 

 

 

これまで大分市は、ごみの１２分別収集をはじめとする様々なごみ減量・リ

サイクルに関する施策を展開し、市民・事業者の皆様との協働により取り組ん

できました。 

その結果、１２分別収集を開始した平成１９年度にごみの排出量は減少し、

資源物の回収量は増加しましたが、それ以降、ごみの排出量は横ばいの状

態が続いており、資源物の回収量は減少傾向にあります。 

今後、ごみの排出量の抑制や資源物の回収量の増加を図るためには、一

人ひとりの排出抑制意欲や分別意識を今以上に高める必要がありますが、現

行施策の継続のみでは、これ以上のごみ減量・リサイクルは難しい状況であ

ると考えます。 

 

Ｐ１３ 

（３）「家庭ごみ有料化」導入の妥当性について 

 

ごみ処理を有料化することは、再生可能な社会の構築などの長期的施策に

鑑み矛盾しておらず、ごみ減量・リサイクルを推進するという目的は合理的で

あると考えます。 

また、既に実施している他都市の状況から、その効果が得られることが認

められること、ごみの排出量に応じた利用者負担の原則は確保される必要が

あることなどから、「家庭ごみ有料化」の導入は妥当であると考えます。 

 

 

 

 

 

家庭ごみ有料化は、経済的インセンティブが働くことにより、一人ひとりの排

出抑制意欲の向上が期待でき、その結果として、ごみ減量・リサイクルが図ら

れることから、循環型社会の構築などの長期的施策にも矛盾していないと考

えます。 

また、既に実施している他都市の状況から、ごみ減量・リサイクルの効果が

得られることが認められること、ごみの排出量に応じた利用者負担の原則は

確保される必要があることなどから、「家庭ごみ有料化」の導入は妥当である

と考えます。 
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Ｐ１４ 

（１）家庭ごみの減量（排出抑制）とリサイクルの推進 

 

家庭ごみ有料化により、一人ひとりが排出時にかかる費用負担を軽減しよ

うと努力することが期待されることから、排出抑制やリサイクル意識の向上が

見込まれます。 

（一般的に家庭ごみ有料化により２０％の削減効果があるといわれていま

す） 

 

 

 

 

家庭ごみ有料化により、一人ひとりが排出時にかかる費用負担を軽減しよ

うと努力することが期待されることから、排出抑制やリサイクル意識の向上が

見込まれます。 

（一般的に家庭ごみ有料化により１０％～２０％の削減効果があるといわれ

ています） 

 

Ｐ１５ 

（２）ごみ処理に係る費用負担の公平性の確保 

 

現在のごみ処理にかかる経費は主に税金により賄われており、分別をせず

に多量にごみを排出する市民と、分別を徹底しごみ減量・リサイクルに取り組

む市民が同じ行政サービスを受けることとなり市民の間に不公平が生じてい

ます。 

 

 

 

 

現在のごみ処理にかかる費用は、ごみを多量に排出した場合も、積極的に

ごみ減量・リサイクルに取り組みごみを排出した場合も、主に税金により賄わ

れていることから、ごみの排出量に応じた費用負担となっておらず、公平性が

確保されていない状況です。 

 

 

 

図は削除 

 


